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脱税の理論と実証

佐　野　博　之

1. はじめに

税収は国や地方自治体の財政の根幹であり，それゆえに経済学は税に関する研究に長い時間を費
やしてきた。その多くは，最適課税や税の転嫁・帰着といった効率的で公平な税制を追求する研究
に費やされてきた一方で，脱税や租税回避といった税行政に関わる研究は，相対的に重要視されて
こなかった印象がある。事実，脱税の歴史は税そのものの歴史と同じくらい長いものであるにも関
わらず，いわゆる「脱税の経済学」は，マイケル・アリンガムとアグナー・サンドモが 1972年に発
表した論文（Allingham and Sandmo ［1972］）が出発点である。その後，膨大な数の理論と実証，実
験の論文が発表されている。
アリンガムとサンドモの理論モデル（以降，ASモデルと呼ぶ）は，ゲーリー・ベッカーによる

犯罪の経済学のアプローチ（Becker ［1968］）に従っており，脱税が摘発される確率を所与として期
待効用を最大化する個人所得税の納税者を仮定している。したがって，ASモデルにおける納税者は，
脱税額もしくは隠匿所得額を決定する際に，摘発（もしくは税務調査）の確率と摘発された後に支
払う罰金額のみを考慮に入れる。Allingham and Sandmo ［1972］がその後多くの脱税に関する研究
を誘発した理由は，その主要ないくつかの結果と実社会から観察されるものとの間に乖離があるか
らである。Gordon ［1989］は，以下の 3点において，ASモデルの理論的予測が現実との乖離をも
たらすことを指摘している。

1.　租税ギャップに関する過大な理論的予測
2.　脱税額と税率との関係
3.　他者の納税行動に影響される社会的納税者の可能性

租税ギャップとは，個人が本来支払うべき税額と申告に基づいて自発的に支払う税額との差額の
ことを言う。したがって，租税ギャップが大きいほど，納税者の税のコンプライアンスの水準が低
いことを意味する 1）。1点目の乖離とは，ASモデルが予測する納税者のコンプライアンス水準が現
実と比べて著しく低いことである。アメリカ合衆国内国歳入庁（以降，IRS）の調査報告（Internal 

Revenue Service ［1996］）によると，アメリカ合衆国の個人所得税の非コンプライアンス率，すなわ
ち納税義務のある個人所得税額に占める租税ギャップの割合は，1985年，1988年，1992年におい

1) 申告に基づいて支払わなかった税額の中には，意図的な所得の隠匿による脱税額の他に，単純なミスによる
未申告の部分も含まれている。したがって，租税ギャップの拡大のすべてが脱税額の増加によるものである
とは限らない。
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て 17％～19％の範囲にあり，8割強の個人は税法を遵守し自発的に課税対象の所得を全額申告して
いる。これに対して，Alm, McClelland and Schulze ［1992］が ASモデルに基づいて行なった数値計
算によると，アロー－プラットの相対的リスク回避度が 3ならば，非コンプライアンス率は 86％に
なる。アメリカにおけるリスク回避度の推計値が 1と 2の間であることを考慮すると非コンプライ
アンス率はさらに上がるので，ASモデルによる租税ギャップの理論的推計値は現実と比べてかな
り高いと言える。

2.1節で示す通り，ASモデルにおいては，税率の上昇は脱税額（したがって，非コンプライアン
ス率）を減少させるという比較静学の結果が得られる。しかし，これは反直感的であることに加えて，
後の実証研究（例えば，Clotfelter ［1983］）や多くの実験室実験（Benjamini and Maital ［1985］, Alm, 

Jackson and Mckee ［1992］など）では税率の上昇が隠匿所得額を高めるという正反対の結果を示し
ている。これが上で示した乖離の 2点目である。

ASモデルにおける個人は，他の納税者のコンプライアンス行動から独立して意思決定を行うと
仮定されている。言うまでもなく，税は政府による公共財の供給や社会保障の財源となる。したがっ
て，税収の増減は公共財の供給量など納税者全体に共通する便益に影響する。このことは，ASモ
デルに公共財を導入すれば，罰則付きの公共財の自発的供給モデルになることを意味し，もはや各
納税者は他の納税者の行動から独立に意思決定はしないと仮定される。Cowell and Gordon ［1988］
や Falkinger ［1995］は公共財を導入した ASモデルを理論的に分析している。Alm, Jackson and 

Mckee ［1992］は，彼らの実験において，公共財の存在は平均のコンプライアンス率を上げるとい
う結果を得ている。しかし，同じ公共財の便益を享受できる実際の個人所得税の納税者数は，実験
室実験における被験者数よりもはるかに多い。したがって，各納税者は自分の脱税額が公共財供給
に与える影響は無視できるほど小さいと考えるであろう。このことから，クールノー－ナッシュの
仮定の下では，オリジナルの ASモデルにおける納税者とほとんど変わらない行動をとるものと考
えられる。

Gordon ［1989］は，期待効用から脱税を行うことによる罪悪感などの心理費用を引いた効用関数
を仮定し，この心理費用は違法行為を働いた納税者の数に依存するものとした。このような他の脱
税者数に依存する心理費用は評判費用もしくはスティグマ費用と呼ばれ，短期的には他者から影響
を受けないような心理費用とは異なる。このゴードンのモデルは，Myles and Naylor ［1996］や
Traxler ［2010］などの研究に発展する。彼らは，脱税の分析を個人の納税行動の単純な集計ではなく，
社会的納税者 2）による相互行動に注目して，その結果として生じる社会的均衡（定常的な脱税者数）
をそれぞれのモデルで分析した。さらに，2000年以降に盛んになった税のコンプライアンス行動に
関する数多くの実験室実験（例えば，Bazart and Bonein ［2014］, Alm, et al. ［2017］, Blaufus, et al. 

［2017］など）が，社会的納税者の存在を示唆している。
本稿ではまず，上に示した 3つの乖離について，関連文献をサーベイしながら詳細に考察する。
そのうえで，脱税の心理費用のような非金銭的選好を持つ社会的納税者に着目し，関連文献を基に
脱税の効果的な抑止策に関して検討する。特に，納税申告書や税務調査の結果などを公表する税の
情報公開に着目し，これが正直な申告を促すのか，それとも逆効果なのかについて，理論モデルを

2) ここで言う社会的納税者とは，他の納税者の行動に影響される一方で，他の納税者の行動にその行動が影響
を与えるような納税者のことである。
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用いた分析を提示する。
税の情報公開の効果を扱った数少ない実証研究のうちの 1つである Hasegawa, et al. ［2013］では，

日本で行われていた高額納税者の納税額の公開が，公開が義務付けられる課税所得の下限に近い所
得を持つ納税者には逆効果であったことが示されている。他方，Bø, et al. ［2015］では，ノルウェー
の納税者を対象として分析した結果，インターネットによる情報公開が申告所得額をおよそ 3％上
昇させたことが示された。実証研究が少なすぎることに加えて，各国の文化の相違と情報公開の規
模や質の違いがあることを考慮すると，現状ではこれらから一般的な結論を得ることができない。
その一方で，情報公開の効果を検証した実験室実験は近年増えている。（例えば，Coricelli, et al. 

［2010］, Coricelli, et al. ［2014］, Casal and Mittone ［2016］, Blaufus, et al. ［2017］, Alm, et al. ［2017］な
どが挙げられる。）これらの研究は，税の情報公開の程度や内容，方法次第で，納税者のコンプライ
アンス率を高める可能性があることを示唆している。
次節以降の構成は以下の通りである。2節ではまず ASモデルを紹介し，3つの乖離について関連
文献を基に考察する。3節では，脱税を抑止するための伝統的な政策に関して概説したうえで，情
報公開が社会的納税者の選択に与える影響について，これまでの実験研究を中心に検討する。3節
の最後に，情報公開の効果を分析するためのモデルを構築し，比較静学分析を行う。さらに，理論
モデルによる解析的手法の限界を指摘する。最後に，4節ではこれまでの議論をまとめ，エージェ
ント・ベース・モデリングというコンピューター・シミュレーション分析の必要性について考察する。

2. 理論と実証の乖離

2. 1.  アリンガム−サンドモ・モデル
N人の納税者（Nは正の整数）と税当局で構成される社会を考える。納税者 が持つ所

得 を課税ベースとする。納税者 は税当局への申告所得額を決定するが，これは，税当局から隠
匿する所得額 ∈ を決定することと同じである。所得 は τの率で課税されることになって
いるが，納税者 が納税申告書の調査（税務調査）の対象とならなければ，自発的な申告所得額

にのみ課税される。したがって，このケースでは納税者 は を納税することになる
ので，可処分所得は となる。他方，税務調査を受ければ脱税が発覚し，過少申
告による税の不足分に加えて罰金を支払わなければならない。Allingham and Sandmo ［1972］では，
隠匿所得額 に一定の罰金率を掛けたものを支払うべき罰金額としている。これに対して，
Yitzhaki ［1974］は，罰金額を脱税額 に罰金率を掛けたものに修正している。脱税の経済学に関
する後続の研究のほとんどは，Yitzhaki ［1974］により修正されたモデルをアリンガム－サンドモ・
モデルとしているので，本稿もこれらに従って，脱税が発覚した場合の納税者 に課される罰金額
を とする 3）。このとき，納税者 の可処分所得は となる。いずれのケース
でも，納税者 は可処分所得のすべてを私的消費 に費やすものとする。
各納税者は共通の確率 で税務調査を受ける。これは，税務調査が納税者の母集団から無

3) 実際の各国の税行政において，罰金は脱税額に対して罰金率を掛けたものであることも，大部分の文献が
Yitzhaki ［1974］による修正に従っている理由である。さらに，後に見るように，Allingham and Sandmo 
［1972］のモデルでは，税率の変化が脱税額に与える効果が不明となるが，Yitzhaki ［1974］による修正モ
デルではその効果の方向が明確になる。
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作為に対象者を選んで行われるならば，調査の頻度に相当する。納税者 の私的消費 から得られ
る効用を とし， について増加かつ厳密な凹関数で， と仮定する。このと
き，期待効用は以下のようになる。

　　　　　　　　　　   （2.1）

納税者 は（2.1）式の期待効用を最大にするような隠匿所得額 を選択する。内点解のための 1階
条件は，

　　　　　　　　　　   （2.2）

となる。（2.2）式より，任意の について， なの
で，2階条件は満たされる。
（2.1）式の を最大にする隠匿所得額を としよう。（2.2）式より，s ならば

となるので，効用関数の強い凹性より， を得る。すなわち，納税者 は課税所得
全額を正直に申告する。これに対して，s ならば， を得る。すなわち，納税者
は脱税を選択する。他方で， と の に を代入すると， と を得る
ので，罰金率 sが より小さく，かつ調査の確率 が十分に小さいのであれば， 0
となる。したがって， ，すなわち納税者 は課税所得全額を隠匿する。 ならば，
私的消費 の非負性より となるので， という仮定と（2.2）式より，

を得る。ゆえに， であるとき，納税者 は課税所得の一部または全部を申
告することが最適になる。したがって， であれば，（2.2）式の 1階条件が
成立し内点解が得られる。
次に，調査の確率 ，罰金率 s，税率 τ，そして所得 の変化が，（2.2）式を満たす内点解 に
与える効果についての比較静学を行う。まず，（2.2）式から明らかなように， が上昇すると

は減少するので， より，調査の確率 を高めれば隠匿所得額は減少する。（2.2）
式の を sで偏微分すると， となるので，罰金
率 sを高めれば隠匿所得額は減少する。調査の確率と罰金率は伝統的な脱税抑止策とされており，
これらの比較静学の結果は直感に適うものでもある。
税率 τおよび所得 の変化の効果を調べるために，（2.2）式に陰関数定理を適用すると，

　　　　　　　　　　   （2.3）

　　　　　　　　　　   （2.4）

を得る。ただし， であり，アロー－プラットの絶対的リスク回避度を表す。
絶対的リスク回避度が可処分所得とともに逓減するか，もしくは一定ならば， より，

となるので，（2.3）式の符号は負の値をとる。すなわち，個々の納税者は税率の上昇
とともに隠匿所得額を減らす。この結果は，1節で指摘した通り，直感に反するだけではなく，実
証研究（Clotfelter ［1983］）や実験（Alm, Jackson and Mckee ［1992］など）の結果と正反対でもある。
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なお，絶対的リスク回避度が逓増するならば符号は確定しない。また，（2.4）式より，所得の変化
による隠匿所得額への影響は，絶対的リスク回避度が逓減，一定，もしくは逓増するかに依存する。
逓減するならば，所得の増加は隠匿所得額を増やし，一定ならば変化がなく，逓増するならば減らす。
絶対的リスク回避度が逓減するという仮定は一般的に受け入れられており，現実的でもある。この
仮定の下では，所得額が大きいほど隠匿所得額は大きくなるという理論的予測が成り立つが，これ
はその後の多くの実験結果と整合的である。
最後に，個々の納税者の非コンプライアンス率 が所得 とともにどのように変化するか
を調べる。 を で微分し，（2.4）式を代入することによって，

　　　　　　　　  （2.5）

が得られる。ただし， であり，アロー－プラットの相対的リスク回避度を
表す。（2.5）式より，所得の増加が非コンプライアンス率に与える効果は，可処分所得の変化に伴
う相対的リスク回避度の動きに依存する。すなわち，相対的リスク回避度が逓減するならば，

となるので，所得が高いほど非コンプライアンス率は高くなる。他方，逓増するなら
ば，所得上昇とともに非コンプライアンス率は低下する。Lee ［2016］はこの結果を用いて，税シス
テムの公平性を考察している。ここで，納税者 の期待納税額を としよう。期待納税額には，
脱税を選択した納税者が調査を受け摘発されたときに支払う罰金も含まれている。すなわち，

　　　　　　　　  （2.6）

となる。 を で割ることによって，納税者 の事前の実効税率を得る。

　　　　　　　　  （2.7）

（2.7）式の右辺第 2項より， ならば，実効税率は非コンプライアンス率に反比例する。
ゆえに，相対的リスク回避度が逓減するならば非コンプライアンス率は上がるので，実効税率は高
所得ほど低くなる。このことは，名目上は比例税であっても，脱税が存在することにより，実質的
に逆進税となっていることを意味する。反対に，相対的リスク回避度が逓増するならば，脱税の存
在は比例税を実質的に累進税にする。このように，相対的リスク回避度の動き次第で，脱税が税シ
ステムの公平性に与える効果は正反対になるので，脱税抑止のための政策的インプリケーションは
大きく異なるものになり得る。すなわち，相対的リスク回避度が逓減するときは，可能な限り脱税
を抑止すべきであるが，逓増するときは，所得分配の公平性の観点からは抑止しない方が望ましい
と言える。

2. 2.  租税ギャップに関する過大な理論的予測
ASモデルにおいて納税者が脱税を選択する条件は，2.1節で示した通り， である。

IRSによると，提出された納税申告書の総数に占める税務調査を受けた申告書の割合は，2009年～
2018年において 0.59％～1.11％である 4）。これらを税務調査の頻度とみなし，調査の確率を ＝0.01

とすると，ASモデルによれば罰金率 sが 99より小さければ，納税者は多かれ少なかれ脱税を選択
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することになる。罰金率は各国で異なるうえ，脱税の形態によっても異なるが，アメリカでは 40％
～75％，日本では 10％～20％である。いずれにしても，脱税額の 100倍近い罰金を科す国はなく，
sは 99よりもはるかに小さい。したがって，ASモデルの予測に従えば，すべての納税者がリスク
回避度に関わらず脱税行為に及ぶことになり，非現実的であることがわかる。

ASモデルでは，隠匿所得額 を選択した納税者は発覚しなければ脱税に成功し，正直に申告し
たときの可処分所得 に脱税額 が加わる。他方で，隠匿所得が発覚すれば から
罰金額 が差し引かれる。納税者が置かれているこの状況は単純なポートフォリオの問題，もし
くはギャンブルに直面している個人の状況に類似している。所得 から（2.6）式の期待納税額
を差し引くと期待可処分所得 が得られる。これはギャンブルにおける期
待利益に相当し， と sが十分に小さければ正の値を持つ。すなわち，ASモデルにおける脱税行為
は有利な賭け（a favorable gamble）であり， と sが非常に小さいという現実の下では，非現実的
に高いリスク回避度を持つ個人以外はみな脱税を選択することになる。
2. 2. 1.  脱税に伴うモラル費用

Baldry ［1986］は，標準的な脱税モデル（すなわち，ASモデル）に基づくものと純粋なギャンブ
ルを再現したものの 2つの実験を行い，それらの結果を比較している。第 1の実験では，被験者は
与えられた所得のうちから税率に従い税を支払うこと，所得の未申告分が発覚すると不足額には一
定の率で罰金が科されること，そして一定の確率で所得の未申告分が発覚することが告げられる。
第 2の実験では，被験者が与えられた所得の中から賭けに投じる額を選択する。賭けに成功する確
率は脱税が発覚しない確率と同じにし，賭けに成功したときの利得と失敗したときの利得は脱税が
発覚しないときの利得と発覚したときの利得にそれぞれ等しくなるようにパラメーターを調整して
いる。すなわち，実験 1では被験者が納税のために所得を申告するという状況にあることを認識し
ているのに対し，実験 2ではそれを認識していないという違いがある。結果，実験 2では，すべて
のラウンドですべての被験者が正の額を賭けに投じた（脱税の選択に対応）が，実験 1では，104

の観測のうち 72だけが脱税を試みたことが観察された。したがって，この実験結果からは，少なく
とも脱税は ASモデルが示すようなギャンブルと同等ではないと言える。Baldry ［1986］は，純粋な
ギャンブルには存在しないような脱税に伴うモラル費用が存在する可能性を指摘している。

Gordon ［1989］は，納税者は ASモデルにおける金銭的な期待効用から脱税に伴う心理費用を差
し引いたものを最大にするような隠匿所得額を選択するものとした。すなわち，納税者 は以下を最
大にするような を選択する。

　　　　　　　　　  （2.8）

ただし， は隠匿額 1円当たりのモラル費用（単位モラル費用）であり，納税者 に生来的に
備わっている税のコンプライアンスに対する倫理観を反映している。（2.8）式を で微分すると

となるので，納税者 は， ならば を， ならば
をそれぞれ選択する。さらに， ならば， ＝0となるような

4) IRS Data Book （https://www.irs.gov/statistics/soi-tax-stats-all-years-irs-data-books#ee）より。ただし，こ
れらの割合は所得水準によって大きく異なっており，それゆえに，無作為抽出による調査ではないので，客
観的な調査の確率に単純に置き換えられるものではない。
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を選択する。この は単位モラル費用 の上昇に伴い減少することが簡単に確認できる。
このことは，ASモデルにおける内点解 よりも の方が小さいことを意味する。また，ASモデ
ルでは であれば全員が正の隠匿所得額を選択する（すなわち，脱税する）が，単位モ
ラル費用が十分に大きければ同じ条件であっても，その納税者は所得全額を正直に申告することを
選ぶ。さらに， 0であれば，金銭的期待効用 を最大化する個人は所得全額を隠匿
するが， 0となるような単位モラル費用を持つ個人は所得の一部は申告する。した
がって，社会全体で見たとき，隠匿所得額の合計は ASモデルのそれよりも小さくなることがわかる。
それでは，実際に納税者はモラル費用のような非金銭的動機に導かれて隠匿所得額を選択するの

であろうか？　上で取り上げた Baldry ［1986］による実験の結果はモラル費用の存在を示唆するも
のであるが，それを直接観察しているわけではない。Erard and Feinstein ［1994］は，IRSとオレゴ
ン州から得た納税申告書と税務調査の情報に関するデータを用いて，道徳的感情（moral 

sentiments）が納税者の行動に与える効果を実証的に分析した。彼らは罪悪感（guilt）と恥（shame）
を納税者の効用関数に組み入れることによって，ASモデルを修正し検証している。具体的には，
納税者が罪悪感を抱くのは，自身の脱税が見過ごされた（脱税に成功した）ときであると仮定し，
所得に占める脱税額の割合が高くなれば効用は減少するとした。他方で，恥を感じるのは脱税が見
つかったときなので，そのときに脱税額の割合に従って効用は減少すると仮定した。実証分析の結
果，彼らは罪悪感と恥が納税者のコンプライアンス行動に重要な役割を果たしていると結論づけて
いる。しかし，Erard and Feinstein ［1994］において，罪悪感と恥という 2つの道徳的感情を組み入
れた効用関数が仮定されているが，Andreoni, et al. ［1998］が指摘するように，これが経済学的もし
くは心理学的な基礎の上にあるものではない。したがって，彼らの実証分析はこの効用関数に基づ
いて推計しているので，道徳的感情が重要な影響を与えていることはわかっても，道徳的感情とし
ての罪悪感と恥が直接観察されたとまでは言い難い。
2. 2. 2.  心理費用に関する実験

Dulleck, et al. ［2016］は，Erard and Feinstein ［1994］の実証分析の結果が示唆する心理費用の存
在を実験室実験で確かめるために，被験者の心拍変動を調べ，それとコンプライアンス行動との間
に正の相関関係があることを示している。心拍変動は交感神経と副交感神経に関する情報を映し出
す。緊張状態の原因となる交感神経の活性は低周波数帯域（LF）を，リラックス状態をもたらす副
交感神経の活性は高周波数帯域（HF）をそれぞれ生じさせる。したがって，心理的ストレスを測る
ための尺度として，2つの周波数帯域の比率 LF/HFを用いることができる。被験者の前のモニター
に申告所得額を入力するための画面が現れてから被験者が申告額を入力し OKボタンを押すまでの
平均 LF/HF比率を用いた分析では，コンプライアンス行動と申告額を検討している間の心理的ス
トレスとの間に統計的に有意な正の相関関係が見られた。ここで問題となるのは，このような心理
的ストレスが脱税行為に伴う心理費用とみなすことができるか否かである。Dulleck, et al. ［2016］
はそのように断定することはできないながらも，他に考えられる要因を見つけることは難しいとし
ている。例えば，この心理的ストレスが脱税行為に伴う興奮によるものだとしたら，心理的ストレ
スとコンプライアンス行動との間には負の相関関係が見られるはずである。したがって，コンプラ
イアンス行動を高めているのは心理費用によるものである可能性が高いと言える。ただし，彼らは
Erard and Feinstein ［1994］のモデルを修正し，罪悪感と恥を区別せずに同じ効果をもたらす心理費
用として実験を設計しているので，どのような要因が心理費用をもたらすのかについて知ることは
できない。
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数少ないフィールド実験による研究の 1つである Dwenger, et al. ［2016］は，ドイツのプロテスタ
ント教会による地方教会税の納税義務者に，いくつかの異なる内容の納税通知書を送付するという
形での介入によって得たデータを用いて，実証分析を行っている。ドイツでは，教会税の申告書を
州の税当局が持っている個人所得税申告書と突き合せて調査する法的権限を教会に与えているが，
過去にその権限が行使されたことはない。このことは，正直に申告する納税者は，金銭的もしくは
外面的な動機（extrinsic motives）のみで納税行動を決定しているのではなく，何らかの内面的な動
機（intrinsic motives）も働いていることを示唆する。また，制度上，納税者はそれぞれの所得に基
づく納税義務額を超えて納税する（すなわち，寄付する）ことも可能になっているので，超過納税
を選択する寄付者も，内面的な動機に導かれて行動していると考えられる。

Dwenger, et al. ［2016］におけるフィールド実験では，納税義務を負う住民が 1つの統制群と 12

の異なる処置群に無作為に割り振られている。統制群に入る住民に送られる通知書は実験以前から
送られてきたものと同じものであり，実際に税務調査を一定の頻度で行うなど脱税を抑止するよう
なことは書かれていない。したがって，統制群の住民が内面的な動機を持たないならば，正直に申
告したり寄付をしたりすることはないと予想できる。すなわち，過少に所得を申告する脱税者は外
面的に動機付けられており，正直に申告する遵法者と義務額を超えて納税する寄付者は内面的な動
機を持つものと考えられる。2500人余りの統制群の住民の行動を調べた結果，およそ 79％が過少に
納税した脱税者で，残りの 21％が遵法者と寄付者で占められ，このうちの 55％余りが遵法者であっ
た。
脱税を抑止する策がない中で，およそ 2割の住民が遵法者か寄付者であるという事実は内面的な
動機の存在を示唆するが，この結果のみで他の要因を否定することはできない。Dwenger, et al. 

［2016］は，統制群とは異なる内容の通知書をそれぞれの処置群に送付して対照群と比較することで，
他の要因の可能性が小さいことを示している。実験において，第 1の処置群の住民に対しては通知
書の内容をより簡潔にしたものを，第 2の処置群に対しては簡潔化とともに税務調査は行わないこ
とを明記した通知書をそれぞれ送付した。第 1の処置群は統制群を対照群とし，第 2の処置群は第
1の処置群を対照群としている。前者は通知書の複雑さがコンプライアンス行動を促している可能
性を，後者は税務調査の頻度に関する誤認識がその要因である可能性を調べることを目的とする。
実証分析の結果，どちらの処置もコンプライアンス行動には有意な効果がないことがわかった。し
たがって，観察されたコンプライアンス行動は，内面的な動機によって促された納税意欲（tax 

morale）によるものが大きいと言える。
Dwenger, et al. ［2016］が実証分析のための概念的な枠組みとして提示している理論モデルは，

Andreoni ［1990］によるウォーム・グロウ（warm-glow）・モデルである。ウォーム・グロウ・モデ
ルでは，チャリティーのような個々人の貢献により公共財が供給される状況で，この公共財からだ
けでなく，自分自身の貢献量（または額）からも直接便益を得るような選好を持つ準利他的（impure 

altruistic）な個人を想定している。Dwenger, et al. ［2016］は，ウォーム・グロウ・モデルにおける
個人の自発的貢献量を個々の納税者の“自発的な”納税額に置き換えている。正式に記述すると，
納税者 の効用関数は，

　　　　　　　　　　　  （2.9）

と表される。ただし， は納税者 の納税額であり， は の増加関数である。 は納
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税者 の内面的な動機の強さを反映した選好パラメーターを表す。可処分所得 は金銭的もしくは
外面的な便益を，納税額 は内面的な便益をそれぞれもたらす。内面的な便益の外面的な便益に対
する限界代替率 は とともに増加し， ＝0のときはゼロに等しいと仮定され
る。したがって， ＝0のとき内面的な便益はないので，この状況は ASモデルに相当する。この枠
組みの中では，税務調査の確率 がゼロのときに納税者が脱税を選択するならば， がゼロか十分
に小さい値である必要がある。それゆえに，実験の結果は，自発的な納税が個人の便益を高めるよ
うな内面的動機の存在を示唆している。それと同時に，（2.9）式の効用関数では説明できない現象
も観察されている。具体的には，実際に支払った税額から納税義務額を差し引いた値の分布を推計
したところ，ゼロ（正直な申告）が突出して高い密度を示している点である。選好パラメーター
は個人によって異なり得る。しかし，寄付も選択できる状況で，ちょうど納税義務額を支払うよう
な行動をもたらす選好パラメーターを持った個人が他より突出して多いことは，何か他の要因が働
いているとしか考えられない。この実験の結果は，法に従う義務の意識がその要因である可能性を
示している。これは，Gordon ［1989］のモデルのように，法に反する行為をしたときの心理費用が
内面的動機を生み出すもう一つの要因として考えられるかもしれない。

2. 3.  脱税額と税率との関係
2.1節で見た通り，ASモデルにおいて，絶対的リスク回避度逓減の仮定の下で，税率の上昇は納

税者にとって最適な隠匿所得額を減らす。（（2.3）式参照）これに対して，Clotfelter ［1983］は，
IRSの納税者コンプライアンス測定プログラム（Taxpayer Compliance Measurement Program；以降，
TCMP）の調査から得られたデータ（1969年の 47000人分の納税申告書）を用いて，納税者のコン
プライアンス行動に与える税率や所得などの効果を検証した。TCMPなど既存のデータから税のコ
ンプライアンス行動を実証的に推計するのには，多くの困難が伴う。実際に税務調査の対象となる
人は納税申告書を提出した人のうちの 1～2％に過ぎない上，納税申告書を提出しない者もいるので，
隠匿所得額を直接観察できない。したがって，調査された納税申告書と調査結果から隠匿所得額を
推計することが必要になるが，申告所得額と税当局による修正申告所得額の不一致のすべてが意図
的なもの，すなわち脱税であるとは限らない。なぜなら，それが納税者による単純な申告ミスによ
るものも含まれているかもしれないし，税当局が指摘した“正しい”申告所得額が真の申告所得額
であるとも限らないからである。前者の申告ミスについては過少申告と過大申告の 2つがあり得る
ので，申告ミスがこれら 2つの間でランダムに生じるなら，全体の平均においては互いに相殺され，
平均の申告ミスはなくなるはずである。しかし，TCMPのデータから，過少申告をする傾向の方が
はるかに高く，過少申告をする納税者数は過大申告をする納税者数の 4倍以上であることがわかっ
た。このことから，Clotfelter ［1983］は過少申告所得を脱税の基本的な指標として，実証分析を行っ
ている。その結果，より高い税率は隠匿所得額を増やすことがわかった。これは，（2.3）式で示さ
れた ASモデルの比較静学の結果と正反対である。

Hashimzade, et al. ［2013］はこの点に関して，絶対的リスク回避度逓減という仮定が必ずしも普
遍的に受け入れられるものではないと指摘したうえで，絶対的リスク回避度が逓増するなら税率の
上昇は隠匿所得額を増やすという結果の余地があると主張している。他方で，ASモデルにおいて，
絶対的リスク回避度が逓増するならば，（2.4）式より，所得の増加に伴い隠匿所得額が減少するが，
逓減するならばそれは増加する。Clotfelter ［1983］による実証分析の結果は，所得の増加が隠匿所
得額を増やすことを示しており，絶対的リスク回避度逓減の仮定と整合的である。
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Alm, Jackson and Mckee ［1992］は，実験室実験で得たデータから，所得，税率，罰金率，税務調
査の頻度，そして公共財の有無のそれぞれが隠匿所得額に与える効果を検証している。彼らの実験
においては，税率の上昇は隠匿所得額を増やすが，所得の上昇は隠匿所得額を減らすという結果が
得られている。したがって，後者の結果は Clotfelter ［1983］のそれとは逆である。一方で，
Benjamini and Maital ［1985］による実験室実験では，税率の変化と所得の変化ともに，Clotfelter 

［1983］と整合的な結果を示している。
このように，ASモデルの枠組みの中でリスクに対する態度に関わる前提を変更しても，理論的
予測と実証結果との間の不一致を説明することは難しい。そこで，ゴードン・モデル（Gordon ［1989］）
に立ち戻って，ASモデルにおける非金銭的な心理費用の不在がこの問題の一部を説明することを
以下で示す。
（2.8）式の を最大化するための 1階条件 ＝0に陰関数定理を適用して，

　　　　　　　　　　　　  （2.10）

が得られる。（2.10）式の右辺の分母は，2階条件より 0なので正の値を持つ。したがって，
分子の符号が税率の上昇による隠匿所得額への効果の方向を決めるが，それは単位モラル費用 の
値に依存する。 ＝0ならば ASモデルに一致する（（2.3）式参照）ので，絶対的リスク回避度逓減
の仮定の下では負の値を持つ。他方で， のとき はゼロになるので，分子の角括弧内
は に等しくなる。ASモデルにおいて内点解を保証する と
いう仮定の下ではこの値は負となるので，分子は正の値を持つ。次に，2.2節で確認した通り

0であり，かつ，絶対的リスク回避度逓減により 0であるので，分子の角括弧
内は について単調に減少することが確かめられる。ゆえに，分子の値は について
単調に増加するので，0と の間に ＝0となるような が存在する。この結果をまとめ
ると，以下のようになる。

　　　　　　　　　　　　 ならば

このように，特定の閾値よりも高い単位モラル費用を持つ個人は，税率の上昇に対し隠匿額の増加
で反応する。単位モラル費用は個人間で異なるであろうから，社会全体の平均で見て税率の上昇が
隠匿額を増やすかどうかは，単位モラル費用の社会全体の分布に依存する。すなわち，社会におい
て を上回る単位モラル費用を持つ個人がそれ以外の個人に比べて十分に多いならば，税率の上昇
は平均で隠匿所得額を増やすであろう。
この効果は単位モラル費用 が を下回るような個人，すなわち，正の隠匿所得額を選択

するような納税者の行動の変化を調べたものであるので，インテンシブ・マージンでの限界効果と
言うことができる。それに対して，脱税を行うか行わないかに関する選択に与える効果は，エクス
テンシブ・マージンにおける効果である。すなわち， が を上回るような個人は所得全額を
正直に申告するので，税率の上昇が閾値 を引き上げれば新たに脱税を行う納税者が増え，結
果的に平均の隠匿額が上昇する可能性がある。　　　　　　　　　　　　　　　　であるので，リ
スク回避的（すなわち， ）ならば，税率 τが上がると閾値 は上昇することが確かめら
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れる。したがって，税率上昇前に所得全額を正直に申告していた納税者の一部は，税率の上昇によ
り新たな脱税者となる可能性がある。
このように，インテンシブ・マージンだけではなく，エクステンシブ・マージンでも相対的に高

い単位モラル費用を持つ個人が多く存在すれば，税率の上昇は平均隠匿額を増やす。しかしながら，
税率の上昇が平均隠匿額を増やすことが現実に観察されるからと言って，その社会において高いモ
ラルを持つ個人が多数を占める証拠であると言うことはできない。まだ観察されていない他の要因
が存在するかもしれないからである。それでもなお，上で紹介したいくつかの実証分析とゴードン・
モデルの理論的分析から，モラル費用のような非金銭的選好を持つ納税者の存在が社会全体の平均
のコンプライアンス行動に影響を与えている可能性はあると言えるであろう。

2. 4.  社会的納税者の可能性
脱税に伴う心理費用はモラル費用だけでなく，評判費用，すなわち，脱税という違法行為が社会

の他の人々に知られることで評判が毀損されることに伴う心理費用も考えられる。この評判費用は
スティグマ費用と言うこともでき，この費用の大きさは，社会が脱税に対してどのような考え方を
持っているのかに依存する。言い換えれば，ある個人が自分の脱税行為に対して感じる心理的負担
の軽重は，社会が脱税に対して厳しい姿勢を示すと予想するか，寛容であると予想するかによって
変わる。このとき，個々の納税者は脱税が少ないような社会は脱税行為に厳しいものと認識するし，
脱税が横行する社会では寛容であると認識するであろう。したがって，同一社会に属する納税者間
の相互作用が生まれ，それが個々の納税行動に影響する可能性がある。このような他の納税者の行
動に影響される一方で，他の納税者の行動にその行動が影響を与えるような納税者を社会的納税者
と呼ぶ。
2. 4. 1.  社会的均衡
ゴードン・モデルにおける単位モラル費用 は，個人 の生来的なものであり，少なくとも短期
的には変化しない内在化された選好パラメーターである。Erard and Feinstein ［1994］においてその
存在が示唆される罪悪感や恥といった心理費用も，個人に生来的なものとみなされる。これに対し
て，Gordon ［1989］は，上述したような評判費用を彼のモデルに取り込み，心理費用としてモラル
費用 に評判費用 を加えた。ただし， は社会の中で脱税が道徳的に間違っていると考え
ていると納税者 が信じる他の納税者の割合であり， は納税者 にとっての評判費用の強さを表す
正のパラメーターで，全ての納税者について同一であると仮定する。パラメーター は と同様に
生来的なもので，他の納税者の行動から影響を受けないが， は社会の脱税に対する考え方につい
ての納税者 の信念であり，その信念は他の納税者の行動に影響される。拡張されたゴードン・モ
デルにおいて，単位心理費用は となることと前節でのエクステンシブ・マージンにおける
納税者の選択からわかるように，納税者 が であるような単位モラル費用 を持
つならば全額を正直に申告し，さもなければ脱税を選択する。したがって，単位評判費用 分だ
け閾値が下がるので，正直に申告した納税者の一部は，脱税は道徳的に間違った行為であるという
考えから脱税を選択しないが，残りは社会の規範に従って脱税を選択しないものと考えられる。こ
のことは，脱税をしなかった納税者がみな脱税は悪行であると考えているわけではないことを意味
している。その一方で，単位モラル費用 の分布が外生的であるとすると，脱税をしなかった納税
者の中の一定割合は常に脱税に対して否定的な考え方を持っていることになる。それゆえ，脱税を
しなかった納税者の割合は，信念 の良い指標となるであろう。
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拡張されたゴードン・モデルでは離散時間 tが導入され， を納税者 の t期における信念として，

　　　　　　　　　　　　  （2.11）

と仮定している。ただし， は t－1期における脱税者の割合を示す。すなわち，社会の脱税に対
する考え方についての納税者 の信念は，昨期において脱税をしなかった納税者の割合に比例する
と仮定している。したがって，納税者 が正直に申告するための条件は

となる。すべての納税者が同じ所得 yおよび同型の効用関数 を持つならば， と
はすべての納税者について同じ および になるので，以下の 1階差分方程式を

得る。

　　　　　　　　　　　　  （2.12）

ただし， は単位モラル費用 についての累積分布関数である。このように，t期における脱税者
の割合は t－1期における脱税者の割合の増加とともに増加する。（2.12）式の定常解 は社会的均
衡と呼ばれる。 が区間 上を一様に分布するなら，（2.12）式より ＝ となる。図 1
には，この逆関数 が，傾きが Γの右上がりの直線として描かれている。他
方，関数 は傾きが の右上がりの直線となる。ここで，

であるとしよう。このケースでは，関数 の傾きが分布関数の逆関数 の
傾きより小さい。さらに，（2.12）式より， 0について ＝ 0であり， ＝
1について 1－ ＝1－ 1－ ＝0（すなわち， 1）であるので，図 1において関数

が破線のように描かれ，A点が安定な社会的均衡となる。他方で， ならば，
反対に の傾きよりも の傾きの方が大きく， ＝0について ＝
＋1＝ － 0であり， ＝1について 1－ ＝－ ＝ －

0（すなわち， 1）となる。したがって，図 1において が点線のように描かれ，
A点は不安定な社会的均衡となる。このように，社会的均衡には安定均衡と不安定均衡があり得る。
単位モラル費用 の分布が一様でなければ，社会的均衡が複数存在する可能性がある。図 2には
が正規分布のケースが描かれている。この場合，3つの定常均衡が存在し得る。そのうちの 1

図 1　一意的な社会的均衡 図 2　複数の社会的均衡（γ が正規分布に従うケース）
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つである は不安定な均衡であるが，残りの 2つである と はともに安定的な均衡となる。
脱税者数が少ない状態が社会的に好ましいならば， は良い社会的均衡であり， は悪い社会的均
衡と言える。このような複数安定均衡は，納税のモラルに関わる生来的な選好タイプについて個人
間でばらつきが比較的少なく同質に近い社会で生じ得る。

Traxler ［2010］は，（2.11）式を ＝ （ただし， 0）とすることによってゴードン・
モデルを一般化している。このとき， ＝ － となり，関数 が非線形な
らば も非線形になる。例えば，昨期の遵法者の割合 が 0.5より小さければ，各納税者
は脱税は社会規範に反していないと過半数の人々が考えているとみなすので，評判費用は非常に低
くなるかもしれない。しかし，0.5を超えると過半数の人々が脱税は悪行であると考えていると思い，
急激に評判費用が上昇するであろう。このようなケースは，図 3に描かれている。（ただし，
は一様分布である。）図 2のケースと同様に，3つの社会的均衡が存在し，そのうち脱税者の割合が
一番低い状態 と高い状態 が安定均衡となる。したがって，良い均衡と悪い均衡が存在する。
このように，社会的均衡の数は，社会における非金銭的な選好タイプの分布や納税に対する社会
規範についての各個人の認識に依存する。とりわけ，安定的な均衡が社会的に好ましい状態である
ものとそうでないもののどちらかである場合，そのいずれかを理論的に予測することは難しい。進
化ゲーム論のアプローチに従い，どちらの状態が確率的に安定（stochastically stable）か見分けるこ
とができるかもしれない 5）。しかし，たとえ 2つのうちのいずれかの状態が確率的に安定な状態で
あることを理論的に示すことができても，それが現実の良い近似であると言うことはできないであ
ろう。なぜなら，確率的に安定な状態に収束するには非常に長い期間を要する場合が多く，この間に，
税率などの政策変数はもちろん，個々人の生来的な心理費用の分布すら変化するかもしれないから
である。

Gordon ［1993］や Traxler ［2010］による社会的均衡の理論的予測については，もう一つ難点がある。
彼らのモデルでは，納税者の個人所得が同じであると仮定しているが，所得の異質性を導入すれば，
コンプライアンスの閾値 が個人間で異なることになる。特に，所得 が増加すれば

図 3　複数の社会的均衡（評判費用が非線形となるケース）

5) 確率的に安定な状態（a stochastically stable state）という長期均衡の概念は，Young ［1993］または
Kandori, et al. ［1993］により確立されたものである。
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＝　　　　　　　　　　　 は減少するので，より高い所得階層になるほど，脱税者の割合は少な
くなる。このとき，所得階層ごとの脱税者割合に基づいて社会的均衡を導出する必要があり，複雑
性が増して理論的な予測は非常に困難になるであろう。
上で見た通り，ゴードン・モデルは，隠匿所得額を増やすほど，モラル費用であれ評判費用であれ，
心理費用が増加するような非金銭的選好を定式化している。これに対して，Myles and Naylor ［1996］
は，個々の納税者が属するグループのコンプライアンス行動に同調すること（conformity）から得
られる効用を金銭的効用に加えた効用関数を定式化して，社会的均衡の存在を示した。具体的には，
自分が属するグループの中の遵法者の割合 1－ が高いほど脱税しないことによる効用が高まる
が，少しでも脱税を行えば，同調からの効用はゼロになる。この定式では，負の隠匿所得（寄付）
が考慮されるのでない限り，脱税しない納税者は隠匿額をゼロとするしかないので，同調による効
用は納税者の選択変数（隠匿額）とは独立である。すなわち，遵法者の割合 1－ を所与として
正直に申告すれば一定の同調からの効用を得るが，1円でも脱税すればそれは失われるので，この
同調からの効用は納税者のエクステンシブ・マージンでの選択（脱税をするかしないかの選択）に
のみ影響する。したがって，同調からの効用が － よりも小さい個人は脱税者となる。
社会的均衡はゴードン・モデルと同様に脱税者の割合 で示されるので，同調からの効用に関する
社会の分布によっては，複数の定常均衡が存在する可能性がある。
2. 4. 2.  公平感と互恵的動機

Fortin, et al. ［2007］は，同調と公平（fairness）が納税行動に与える影響を調べるために，実験室
実験から得られたデータを基に実証分析を行っている。彼らは，各納税者が自分が属するグループ
の他の構成員の平均申告額の主観的な期待値とともに自分の申告額を増やすなら，それは同調に基
づく非金銭的動機によるものと仮定している。（これは，自分が属するグループの中の遵法者の割合
とともに申告額を増やすと仮定しているMyles and Naylor ［1996］の同調とは異なる。）しかし，実
験データを用いた実証分析の結果，他のグループ構成員の平均申告額と各被験者の申告額との間に
有意な正の相関は見られなかった。他方，個人間で異なる税率を課す設定の下で，他のグループ構
成員の平均税率と各被験者の申告額との間には有意な正の相関が確認された。これは，各被験者は
他のグループ構成員の平均税率と乖離すれば不公平感を抱き，納税額で調整しようとしているもの
と解釈できる。すなわち，納税者間の水平的不平等が納税行動に影響していることを示唆するもの
である。

Bazart and Bonein ［2014］は，個人間の税率の相違は政府が策定した税制に起因するものである
ことから，この相違がもたらす不平等を水平ではなく垂直的不平等と呼んでいる。さらに，この垂
直的不平等は納税者に不公平感をもたらし，それが心理費用として納税者の選択に影響するものと
仮定した。納税者 が属するグループの他の構成員の平均税率を とすると，納税者 は，

　　　　　　　　　　　　　  （2.13）

を最大にするような隠匿所得額 を選択しようとする。ただし， は正のパラメーターである。
（2.13）式の第 2項から， ならば納税者 はグループの中で相対的に高い税率を課されてい
るので，自分にとって不利な垂直的不平等に直面している。このときは，税率がより平等であると
きと比べてより高い隠匿額 を選ぶであろう。逆に， ならば相対的に低い税率を課されて
いるので，自分にとって有利な垂直的不平等に直面し，より平等なときよりも小さい を選択する
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であろう。これは納税者の互恵的行動（reciprocal behavior）を表しており，垂直的不平等に起因し
ているので，垂直的互恵性（vertical reciprocity）による納税行動と呼ぶことができる。
（2.13）式から明らかなように，正の を持つならば，不利な不平等に直面した納税者 は， ＝0
のときと比べて，より大きな を最適に選択することが予想され，他方で，有利な不平等に直面し
たら，より小さな を選択することが予想される。Bazart and Bonein ［2014］は実験室実験で，こ
のような垂直的互恵性から生じるであろう理論的予測を検証している。実験における第 1の処置で
は，各被験者にはグループの他の被験者の税率に関する情報は伝えない状況を設定し，ベンチマー
クとしている。第 2と第 3の処置はそれぞれ，不利な不平等と有利な不平等をもたらす設定である。
実験の結果，不利な垂直的不平等は脱税者の数を増やすことがわかった。すなわち，遵法者が不利
な垂直的不平等に直面すると，脱税を選択するという形での垂直的互恵行動を示している。他方，
有利な垂直的不平等は，脱税者の脱税の額を少しであるが減らすという，理論的予測と整合的な結
果を示している。これらの結果は Fortin, et al. ［2007］による実験結果とも整合的である。

Bazart and Bonein ［2014］は同じ実験で，水平的互恵性（horizontal reciprocity）に関しても調べ
ている。 を納税者 の t期における隠匿所得額， を納税者 以外のグループ構成員の平均隠
匿所得額とすると，納税者 の t期における目的関数は以下のように表される。

　　　　　　　　　　　　　  （2.14）

ただし， は水平的互恵性の強さを表す正のパラメーターである。（2.14）式第 2項からわかるよう
に， ならば納税者 は不利な水平的不平等に直面し，より平等なときよりも高い
を選択しようとするであろう。他方で， ならば有利な水平的不平等に直面し，より低
い を選択しようとする。この水平的互恵性の定式は，Fehr and Schmidt ［1999］における不平等
回避（inequity aversion）を組み込んだ効用関数と整合的である。また，納税者は今期の意思決定の
ために，昨期のみの自分と他者の隠匿額を参考にしているので，近視眼的な納税者を仮定している。
（2.14）式の目的関数から，不利な水平的不平等は他者の選択に関する情報がないときと比べて隠匿
額を増やし，有利な水平的不平等は隠匿額を減らすという理論的な予測が成り立つ。実験結果は，
各被験者が昨期の他のグループ構成員の平均申告額を参照して今期の申告額を調整していることを
示している。具体的には，他のグループ構成員の平均隠匿額を下回る隠匿額（不利な水平的不平等）
を選んだ約 61％の被験者のうち約 55％は，昨期よりも隠匿額を増やしている。他方，約 39％の被
験者の隠匿額が他のグループ構成員の平均隠匿額を上回って（有利な水平的不平等）おり，そのう
ち約 79％は昨期よりも隠匿額を減らしている。すなわち，不利な水平的不平等に直面した納税者は
負の互恵的行動を，有利な水平的不平等に対しては正の互恵的行動をとっていることが確かめられ
る。

Fortin, et al. ［2007］の実験では，他のグループ構成員の平均申告所得額と各被験者の申告所得額
との間に有意な相関関係が見られないので，Bazart and Bonein ［2014］の実験結果はこの結果と異
なるように見える。しかし，Bazart and Bonein ［2014］においても，水平的不平等が認識できる処
置とベンチマークの処置（他者の過去の納税行動に関する情報を与えない処置）を比較して，平均
隠匿額に有意な差は見られない。しかし，上で述べた通り，被験者を有利な水平的不平等に直面し
た者と不利な水平的不平等の直面した者に分けて見れば，他者の平均隠匿額が隠匿額の選択に影響
を与えていることがわかる。Fortin, et al. ［2007］は他者の平均申告額に同調することから得られる
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効用の有無を検証し，同調が納税者の非金銭的選好を構成している可能性は高くないことを示して
いる。これに対して，Bazart and Bonein ［2014］の結果は，各納税者が他者の平均申告額を参照点
とし，不平等回避に基づく不公平感に従い納税行動を選択している可能性が高いことを示唆してい
る。

3. 社会的納税者と税情報公開

2.4節で取り上げた実験の結果は，自分が属するグループの構成員の納税行動を参照して自分の
行動を決定する社会的納税者が存在する可能性を示唆している。これらの実験のモデルでは，各納
税者は職業仲間や友人・知人といった比較的狭いグループ内の他の納税者の行動を参照するものと
仮定している。このような状況では，同じ社会の中でもグループごとに平均のコンプライアンス率
が異なるかもしれない。しかし，より長期的な視点に立てば，各グループが他のグループと完全に
隔絶されているのでない限り，異なるグループ間での相互参照が時間をかけて繰り返し行われるの
で，グループ間のコンプライアンス率の差異は縮小するかもしれない。ここで，もし政府が納税者
の納税申告書や税務調査の結果を社会に広く開示するならば，社会的納税者間の相互作用がもたら
すコンプライアンス行動への影響は，比較的短期間で社会全体に広まるものと考えられる。したがっ
て，政府による税情報の公開は社会全体のコンプライアンス率の改善に役立つ可能性がある。本節
ではまず，税務調査の頻度ないしは罰金率の引き上げといった伝統的な脱税抑止策について議論す
る。次に，税情報公開の脱税抑止効果に関する実証研究を紹介したうえで，それらの研究を基に理
論モデルを構築して，税情報公開の効果に関して理論的分析を提示する。

3. 1.  伝統的な脱税抑止策とその限界
2.1節の ASモデルの比較静学分析において，税務調査の頻度と罰金率の引き上げはともに脱税を

減らすことが明確に示された。これらの理論的予測は，税率が与える申告所得額への影響に関する
予測と異なり，多くの実証研究の結果とも矛盾しない。すなわち，脱税を抑止するためには，調査
の頻度を上げるか，罰金率を上げるか，またはその両方が有効であると言える。しかし，現実には，
すでに紹介した通り，アメリカでの税務調査頻度は 1％前後である。調査頻度が非常に小さい要因
として，税務調査にかかる費用が挙げられる。税務調査は機械化・自動化することが難しく，人的
資源にその多くを頼らざるを得ない。OECD ［2017］によると，データが入手できた OECD加盟国
平均で見て，税行政機関で税関連業務に携わる職員のうち税務調査を担っている職員の割合は，お
よそ 3分の 1に達している。にもかかわらず，調査頻度が低いという事実は，追加的に調査件数を
増やすことにかかる調査費用が，それによる税の増収分の見込額と比べて非効率的に高いことを示
唆している。したがって，調査頻度を増やす政策は，税行政の効率性の観点から制約的にならざる
を得ない。
他方で，罰金率を引き上げる政策には費用は伴わない。しかし，調査頻度が非常に低く，それゆ

えに摘発される確率も非常に低い中では，罰金率を十分に高くするか，もしくは，納税者のリスク
回避度が非常に高いのでない限り，脱税を抑止するための十分な効果は得られにくいであろう。
Benjamini and Maital ［1985］の実験室実験では，罰金率の上昇が真の所得に占める申告所得額の割
合を増やすことが観察されている。しかしながら，彼らの実験では罰金率が 400％と 1000％の 2つ
ケースを扱っているが，実際にはアメリカでは 40％～75％，日本では 10％～20％であり，現実から
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見るとかなり高いと言わざるを得ない 6）。これに対して，罰金率を 100％，200％，300％に設定し
た Alm, Jackson and Mckee ［1992］の実験では，申告所得額の割合に対する罰金率の弾力性は実質
的にゼロであった。単純に比較はできないが，両方の実験で税務調査の確率を 4％としているので，
非常に低い税務調査頻度の下では，非現実的に高い罰金を科すのでなければ，罰金率の引き上げは
あまり効果的ではないと言える。

3. 2.  税情報公開の効果に関する実証研究
伝統的な抑止策は納税者の金銭的動機に訴えるものである。したがって，納税者がモラル費用や
評判費用，同調といった非金銭的動機を持つならば，コンプライアンス行動に対する伝統的抑止策
の効果はさらに薄められるかもしれない。2節で見たように，主に実験によるデータから非金銭的
動機の存在が確かめられるようになって以来，伝統的抑止策の限界とともに，非金銭的動機に訴え
る脱税抑止策の重要性が認識されてきた。とりわけ，実験室実験において各納税者の行動が他の納
税者の行動と相互に依存し合っている可能性が示されている（2.4節）ことから，他の納税者の納
税に関わる情報の公開によって，コンプライアンス行動に何らかの影響があるのではないかという
予想ができる。すなわち，税情報の公開が各納税者の非金銭的動機に訴え，結果としてコンプライ
アンス行動を促進する可能性が考えられる。
しかし，税情報公開が納税者の平均のコンプライアンス行動に与える効果に関しては，現状で明
確にされているとは言い難い。その理由の 1つとして，長期間継続的に税情報の全部または一部を
何らかの形で誰もが入手可能にしている国は限られていることが挙げられる。ノルウェーは個人所
得税に関する情報（納税申告書など）をインターネットを通じて取得することができる。入手でき
る情報の範囲と入手のしやすさという点から，ノルウェーは最も税情報公開が進んだ国と言える。
しかし，ノルウェーは特殊な例であり，フィンランドやスウェーデン，アイスランドは個人の税情
報を公開しているものの，入手のしやすさという点からノルウェーよりも開示の程度は限定的であ
る。（Bø, et al. ［2015］参照）日本では，1950年から高額納税者公示制度が施行されていたが，2005

年に廃止された。アメリカでは，1934年に議会が税情報を公開する条項を法律に書き入れたが，激
しい論争を巻き起こし，まもなく廃案になったため，実際に公開されることはなかった。以来，個
人の税情報公開は行われておらず，それどころか，政府内ですら納税申告書の情報の頒布が厳しく
制限されている。（Hasegawa, et al. ［2013］参照）イタリアでは原則，個人の税情報の幅広い公開が
法律で認められている。したがって，新聞社が時折，高額所得者の氏名と所得を公表していたが，
2008年に税務当局がすべてのイタリア人の納税者の税情報をインターネットで公開し，それを誰で
も入手可能にした。しかし，個人情報保護の点から違法性が指摘され，数時間後にインターネット
での公開は取り止めになった。（Alm, et al. ［2017］参照）
3. 2. 1.  実証研究：日本およびノルウェー
このように，税情報公開を実施している，あるいは実施していた国々は少数派に属するが，これ
らの国々のデータを用いて税情報公開の効果に関する実証分析を行なっている研究は少ないながら

6) 日本の 10％～20％の罰金率は行政罰として科されるもので，刑事罰としては 1000 万円以下，もしくは脱税
額以下の罰金が科される。脱税額以下の罰金であれば，その率は 100％である。OECD 加盟国の多くは
100％以下であり，いくつかの国々で，200％～300％の罰金率を定めている。詳細は，OECD ［2015］の
Annexを参照されたい。
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存在する。Hasegawa, et al. ［2013］は，日本の高額納税者公示制度が実施されていた頃（2001年，
2002年，2003年）のデータを用いて分析している。高額納税者公示制度は 1950年に始まり 2004年
まで続いた制度で，1983年以降は課税所得額 3400万円（納税額 1000万円）以上の高額納税者の氏
名と住所，課税所得額と納税額が，税務署の掲示板に約 2週間掲示された。Hasegawa, et al. ［2013］
は，個人の税情報の公開と秘匿を分ける 3400万円という課税所得額に着目した。もし，開示の要件
を満たす納税者が自分の税情報が公開されることに心理的な負担を感じるなら，3400万円を下回る
額を申告して情報の公開を避けようとするであろう。このことを確かめるために彼らは，納税申告
書のデータを基に申告所得額から課税所得の密度分布を推計した。推計した課税所得の密度分布は，
納税者がみな正直に申告したときの納税申告書の密度分布の近似とみなすことができる。したがっ
て，実際の提出された申告書の密度分布と推計した正直な申告書の密度分布を比較することによっ
て，高額納税者公示制度が過少申告をもたらしていたかどうかが確かめられる。その結果，閾値の
3400万円とそれを少し上回る所得を記載した納税申告書の密度が，推計した正直な申告書の密度よ
りも低いことがわかった。閾値の課税所得額を記載した納税申告書の数は，推計した納税申告書の
数よりも 4.1％少ないという推計結果を得ている。このことから，閾値に近い課税所得を持つ納税
者は，情報公開を避けるために過少な申告を行なっていたことがわかる。すなわち，高額納税者公
示制度は脱税を増やす負の効果を持っていたことになる。

Hasegawa, et al. ［2013］の実証研究の結果は，高額納税者公示制度のように，特定の課税所得（＝
閾値）以上の納税者の情報を公開するような制度にすると，閾値の所得に近い納税者のコンプライ
アンス行動を下方に歪めてしまうことを示している。ただし，制度が廃止された 2005年以降のデー
タがないので，税情報が秘匿に転じたことで申告所得額の分布に以前と比べて変化があったのか否
かについての分析は，個人所得税に関してはなされていない。

Bø, et al. ［2015］は，ノルウェーにおける税情報公開の質的な変化に着目して，この変化が与え
る納税者のコンプライアンス行動への影響を実証的に分析した。ノルウェーでは，少なくとも 19世
紀中頃から税情報は公開されており，ここ数十年においては，地方の税務署に赴けば，その地域の
納税者の情報を入手できるようになっていた。そのような中，2001年にある全国紙がウェブサイト
上に全納税者の情報を掲載したことをきっかけに，他の全国紙も追随し，誰でも自宅にいながらイ
ンターネットを介して，知人や有名人の税情報を入手できるようになった。2001年を境に，税情報
の拡散の程度が劇的に変化したと言える。

2001年より前は地域の納税者の情報をその地域の税務署に出向いて入手しなければならなかった
ので，一般の納税者はほとんど税情報にアクセスしなかったと考えられる。したがって，2001年以
降は納税者のコンプライアンス行動に何らかの変化があったと予想される。一方で，ノルウェーの
一部の地域（31の自治体）では，2001年より前に納税申告書の内容が記載されたカタログが販売さ
れていた。情報の内容はその後インターネットを介して入手できるようになったものと同じものな
ので，これらの地域に住む納税者は，2001年以降もあまり影響を受けなかったと予想される。そこ
で Bø, et al. ［2015］は，納税者がカタログを入手できなかった 107の自治体に住んでいるならば 1

とするダミー変数を導入した。さらに，申告所得額を操作可能な自営業の納税者のダミー変数を用
い，カタログを入手できなかった地域に住む自営業の納税者が 1997年から 2004年の間に申告所得
額をどのように変化させたのか分析した。結果，カタログを入手できなかった地域に住む自営業の
納税者の申告所得額は，2001年以降の平均で 3.1％増えたことがわかった。申告所得の 3.1％の上昇
は約 5億ノルウェー・クローネの税収増であり，2001年の個人所得税収の 0.2％に相当する。
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このように，ノルウェーにおける 2001年を境とした税情報公開の質的変化は，個々の納税者のコ
ンプライアンス行動に無視できない正の効果をもたらした。この質的変化は税情報の拡散の程度を
飛躍的に高めるものなので，自分の脱税が広く知られることを恥と感じる納税者が少なからず存在
した可能性が考えられる。2.2節で取り上げた Erard and Feinstein ［1994］の実証分析は罪悪感と恥
の存在を示唆しているが，恥は脱税が発覚したときにそれが他者に知られることにより感じる心理
費用とみなされている。2001年より前と比べて申告所得額を増やした納税者が，インターネットを
介して自分の違法行為が広く知れ渡ることを恥と感じて増やしたのであれば，Bø, et al. ［2015］の
結果は Erard and Feinstein ［1994］と整合的である。他方で，Gordon ［1993］の評判費用が 2001年
以降のコンプライアンス行動の変化を説明するかもしれない。インターネットを介して全国の納税
者の情報を簡単に入手できるということは，各納税者が他の納税者の税情報を参照する可能性があ
る。このとき，各納税者は他の納税者の情報から，社会の他の構成員が脱税に寛容か否かを判断し
て行動する可能性がある。すなわち，2001年の変化が納税者間の相互行動を促した可能性も考えら
れる。いずれにしても，Bø, et al. ［2015］の実証研究から，情報公開の程度の変化がどのような非
金銭的動機を刺激したのかを見出すことはできない。
3. 2. 2.  実験室実験

Coricelli, et al. ［2014］は，実験室実験において，実験のあるラウンドで脱税が発覚したとき，そ
のラウンドの期末にだけその被験者の顔写真を公開する処置（恩赦処置）と，その後実験が終わる
までのすべてのラウンドの期末において公開する処置（スティグマ処置）の 2つを比較している。
顔写真を公開しない処置をベンチマークとしたとき，遵法者の割合はスティグマ処置では有意な差
はないが，恩赦処置ではより高くなっている。さらに，回帰分析の結果，スティグマ処置において，
当初は脱税者の烙印が押されることに対する負の感情（恥など）から被験者は脱税を回避する傾向
にあるが，ひとたび脱税が発覚して写真が公開された翌期は脱税の傾向が高まっていることがわ
かった。反対に，恩赦処置では，写真が公開された翌期において脱税の可能性は減少している。こ
のことは，ひとたび評判が失われ回復されないとき，写真の公開は脱税の回避に何の影響も持たな
いことを示している。また，昨期に脱税が発覚した被験者の隠匿所得の割合の平均は，スティグマ
処置で 55.45％，恩赦処置で 46.38％である。回帰分析によって恥の感情の強さと脱税者の翌期の隠
匿所得の割合との相関を調べた結果，恩赦処置において強い恥の感情は翌期の隠匿所得の割合を有
意に減らすが，スティグマ処置においては有意ではなかった。このことから，ひとたび脱税者の烙
印が押されたらそれが消えないような状況では，顔写真の公開は被験者に追加的な心理費用をもた
らさず，インテンシブ・マージンにおいても，恥の感情がコンプライアンス行動を高めないことを
示唆している。

Coricelli, et al. ［2014］の実験では，情報が公開されるケースと秘匿されるケースの比較が十分で
はなく，情報公開そのものの効果を計ることはできない。それに対して，Alm, et al. ［2017］は，完
全な情報秘匿と完全な情報公開の 2つの処置を比較している。完全な情報秘匿の処置においては，
各被験者の一切の税情報は他の被験者と共有されない設定であり，完全な情報公開の処置において
は，脱税が発覚した被験者の顔写真とそのときの申告所得額が他のすべての被験者に公開される。
したがって，この実験では，顔写真が公開されることによる心理費用がコンプライアンス行動にど
のように影響するか観察することができる。
実験のベースとなるモデルにおいて，心理費用は以下のように定式化されている。
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　　　　　　　　　　　　　  （3.1）

ただし， は納税者 の税情報が公開されることによる心理費用を表わし， 0のとき ＝
0であり， ＝0のとき ＝0である。 は隠匿所得額が 1円増えることによる心理費用

の増加分を表す。すなわち，心理費用は正の隠匿所得額に依存しない固定費用と隠匿所得額に比例
する可変費用からなる。ゴードン・モデルでは，モラル費用も評判費用も隠匿所得額に比例するも
のと仮定していたので，固定費用はない。もし ＝0，すなわち心理費用は固定費用 のみである
ならば，心理費用はエクステンシブ・マージンでの選択にのみ影響する。したがって，他の心理費
用や準利他的な動機などを持たないならば，脱税を選択したときの隠匿所得額は ASモデルのそれ
と同じになる。また， は税情報が公開されることによる心理費用なので，脱税が発覚して自分の
違法行為が世間に晒されることに伴う恥が関係するものと考えられる 7）。したがって，この心理費
用は税情報が秘匿されていたならば負うことのない期待費用である。このことから，完全秘匿の処
置よりも完全公開の処置において隠匿所得額が低いことが観察されたなら，（3.1）式のような心理
費用の存在を示唆するものと考えられる。
実験結果の分析では，エクステンシブ・マージンでの効果とインテンシブ・マージンでの効果の
それぞれに着目している。前者は遵法者の割合を，後者は所得に占める申告所得の割合をそれぞれ
観察することによって測ることができる。結果，顔写真を公開しない（完全秘匿）処置における遵
法者の割合が 37.7％であるのに対し，顔写真を公開する（完全公開）処置においては 56.5％であった。
他方，申告所得の割合は，顔写真を公開しないときは 69％であるのに対し，公開したときは 73.1％
となった。したがって，顔写真を公開することは遵法者の割合と申告所得の割合の両方を増やして
いる。さらに，隠匿所得の割合についての累積分布関数を見ると，隠匿所得の割合が低い（脱税額
が少ない）ところでは，顔写真が公開される処置の方が公開されない処置よりも頻度が高くなって
いる一方で，割合が中程度以上での頻度は両方の処置でほとんど変わらない。このことから，申告
所得の割合の上昇分のほとんどは，申告所得の割合が 1である遵法者の増加で説明されるであろ
う 8）。したがって，顔写真の公開がエクステンシブ・マージンでの選択において遵法者を増やす一
方で，脱税者の申告所得額にはほとんど影響を与えていないと推測される。すなわち，ひとたび脱
税を選択したら，脱税額を増やしても顔写真の公開による心理費用はほとんど変化しない。（3.1）
式の心理費用の定式を用いると，この結果は，固定費用の が大きく，限界可変費用の はゼロ
もしくは非常に小さな値になることを意味する。
顔写真公開の心理費用が専らエクステンシブ・マージンでの選択にのみ影響するのなら，顔写真
公開は発覚しなかった脱税者の平均可処分所得と遵法者の平均可処分所得との差を広げることにな
るであろう。実際，Alm, et al. ［2017］の実験結果では，写真公開の処置における脱税者の平均申告
所得の遵法者のそれに対する比率は，写真を公開しない処置における比率よりも小さいことが確認
されている。このことから，もし平均申告所得の推定値のようなマクロの情報が公開されれば，納

7) （3.1）式の には，Gordon ［1993］の評判費用も含まれていると考えられるが，実験では遵法者の割合も
しくはその推定値が被験者間で共有されておらず，それゆえ は遵法者の割合に依存しないので，他者の
コンプライアンス行動が限界評判費用に影響するようなことはない。

8) 隠匿所得の割合が低いところで，顔写真公開の処置における頻度が累積で高くなっているのは，隠匿所得の
割合がゼロである遵法者の数が多いことによるものと考えられる。
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税者の公平感がコンプライアンス行動に影響する可能性が考えられる。2.4節で取り上げた Bazart 

and Bonein ［2014］の水平的互恵モデル（（2.14）式参照）では，職業仲間や友人・知人といった個
人が属するグループの中で入手可能な平均隠匿所得に関する情報に基づいて，各納税者が意思決定
することが想定されているが，社会全体の納税者の税情報が公開される場合を想定したものとみな
すこともできる。2.4.2節で述べた通り，グループ内の他者の納税の情報を得ることができる処置と
それができない処置との間にコンプライアンス行動に関して有意な差は見られなかったので，申告
所得に関する情報を公開したからといって，納税者のコンプライアンス行動を改善するかどうかは
不明である。これは，（2.14）式の第 2項に見られる互恵的動機の強さを表すパラメーター が個々
の納税者間で異なるために，ある納税者は有利な水平的不平等に直面するが，他の納税者は不利な
水平的不平等に直面する可能性があることによるものと考えられる。有利な水平的不平等（すなわ
ち， － 0）に直面すると，納税者は隠匿所得額を増やすことで効用を減らすので，昨期
よりも隠匿所得額を減らすが，不利な水平的不平等（すなわち， － 0）に直面すると，
隠匿所得額の増加は効用を増やすので，昨期よりも隠匿所得額を増やす。したがって，互いに打ち
消し合う効果を持つので，平均の効果は社会におけるパラメーター の分布に依存するものと考え
られる。
このように，納税者の申告所得に関する情報の公開の効果は不明となるが，平均申告所得を減ら
すような負の効果，すなわち，伝染効果（a contagion effect）が正の効果を凌駕するときでも，恥
ないしはスティグマによる正の効果（シェイミング効果と呼ぶ）を考慮すると，依然として全体の
効果は不明になる。Blaufus, et al. ［2017］は，情報公開の程度が異なる 3つの処置を比較した実験
室実験を実行した。第 1の処置は，各納税者の申告所得額も被験者の顔写真も公開しない完全秘匿
の処置で，第 2の処置は，各納税者の申告所得額を匿名で公開するが，顔写真は公開しない部分公
開の処置である。そして，第 3の処置は，各納税者の申告所得額と税務調査の結果を顔写真付きで
公開する完全公開の処置である。部分公開処置ではシェイミング効果はないので，完全秘匿処置と
比べて平均の隠匿所得額が増えれば伝染効果の存在を示唆する。他方で，完全公開処置において，
部分公開処置に比べて平均の隠匿所得額が減れば，シェイミング効果によるものと解釈できる。ま
た，完全公開処置を完全秘匿処置と比較したとき，平均の隠匿所得額が増えれば伝染効果がシェイ
ミング効果を上回り，平均の隠匿所得額が減ればシェイミング効果が上回ることになる。15回繰り
返された実験の全体において，伝染効果とシェイミング効果の両方が観察された。加えて，シェイ
ミング効果が伝染効果を上回ることもわかった。さらに掘り下げて見ると，最初の 5回においては，
強いシェイミング効果があるのに対して，伝染効果は見られず，結果として完全公開が平均隠匿所
得を減らしている。これに対し，最後の 5回においてはシェイミング効果は小さくなり，伝染効果
がそれを打ち消すことにより，完全公開と完全秘匿の間に平均隠匿所得の差はなくなっている。

3. 3.  税情報公開の効果に関する理論分析とその限界
本節では，前節までに概観した先行研究を基に，税情報公開が納税者のコンプライアンス行動に
与える効果に関するモデルを提示し，理論的な分析を行う。さらに，理論的分析の限界を示す。
3. 3. 1.  税情報公開モデル

N人の納税者はみな同じ所得 yを持ち，私的消費（＝可処分所得）から得られる効用関数 も
同型であるとする。納税者は近視眼的であると仮定し，各々は脱税を行うことによって金銭的期待
効用 を増やすことができるが，その一方で非金銭的な心理費用も伴う。この心理費用は政府
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による税情報公開の程度によって異なるものとする。税情報が完全に秘匿されるケースでは，脱税
はゴードン・モデルにおけるモラル費用のみをもたらす。このとき，納税者 は（2.8）式を最大に
するような隠匿所得額 を選択するので，2.2節で見た通り，より大きな単位モラル費用 を持つ
納税者ほどより小さな隠匿所得額を選択する。他方，税情報が部分的に公開されるケース，すなわち，
税務調査により脱税が発覚した納税者の隠匿所得額と真の課税所得額は公開されるが，脱税者を特
定する情報は秘匿されるケースでは，以下の心理費用がもたらされるものとする。

  （3.2）

（3.2）式右辺第 1項の係数 は納税者 の単位モラル費用であり，納税者 の生来的なパラメーター
なので，他の納税者の隠匿額に関する情報に依存しない。それに対して，第 2項は，2.2節で見た
Bazart and Bonein ［2014］のモデルにおける水平的不平等回避という公平感がもたらす心理費用で
ある。税務調査の情報が開示されなければ，（3.2）式右辺第 2項はゼロであると仮定する 9）。すな
わち，完全秘匿のケースにおいて，納税者 は心理費用としてモラル費用 のみを負う。Bazart 

and Bonein ［2014］のモデルでは，納税者間の税率の相違から生じる垂直的不平等が考慮されてい
るが，このモデルでは税率はすべての納税者に共通とするので，垂直的不平等による心理費用はな
いものとする。
税情報が完全に公開されるケースでは，不完全公開で開示される情報に加えて，脱税が発覚した
納税義務者の氏名など，個人が特定される情報も開示される。したがって，このケースでは，（3.2）
式の心理費用に恥や評判の毀損による心理費用が加わる。

  （3.3）

ただし， 0ついて ＝ 0であり， ＝0について ＝0である。Erard and 

Feinstein ［1994］に従い，恥による心理費用は脱税が発覚したときに発生するものとし，t期の意思
決定時には税務調査を受ける確率 を掛けた期待費用が考慮される。（3.1）式は，このタイプの心
理費用に可変費用も含めているが，Alm, et al. ［2017］の実験結果から可変費用は非常に小さいこと
が示されているので，このモデルでは固定費用 のみが生じるものとする。
（3.2）式と（3.3）式に基づいて解析的に解を得るために，さらに納税者間の異質性を減らす。こ
こでは，互恵的動機の強さを表すパラメーター はすべての納税者に共通の とし，恥による固定
的心理費用 についても共通の とする。所得 yが同一で効用関数も同型であると仮定しているの
で，納税者間で異なる特性は単位モラル費用 のみとなる。さらに簡単化のために，各納税者の単
位モラル費用は と のうちのいずれかであるものと仮定し， を持つ高モラル納税者の
数を で表す。
3. 3. 2.  部分情報公開の効果
税情報公開の効果を分析するために，0期（t＝0）において税情報は完全秘匿されており，1期以

降（ 1）に公開されるものとする。はじめに，1期以降に税情報が部分公開されるケースから考

9) 政府による情報公開がなくても，職業仲間や友人・知人から得た情報で心理費用が発生することも考えられ
るが，このモデルでは，このようなグループ内での情報交換の効果は無視できるほど小さいと仮定する。
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察しよう。2.2節のゴードン・モデルで確かめた通り，単位モラル費用が高い個人ほど隠匿所得額
を少なくするので，税情報が完全に秘匿されているとき（0期），高モラル納税者の隠匿額 は低
モラル納税者の隠匿額 を下回る。さらに，0期における納税者 を除くすべての納税者の平均隠
匿所得額は，

　　　　　　　　  （3.4）

となる。部分情報の開示が始まる 1期において，納税者 は， を所与として －
を最大にする を選択する。内点解のための 1階条件は，（3.4）式を用いると，

高モラル納税者について，

　　　　　　　　  （3.5）

であり，低モラル納税者について，

　　　　　　　　  （3.6）

となる。（3.5）式と（3.6）式をそれぞれ について解くと，以下を得る。

　　　　　　　　 

　　　　　　　　 

同様にして，任意の 1について，

　　　　　　　　 

　　　　　　　　 

を得る。したがって，定常状態において， 人の高モラル納税者は を，N－ 人の低モラル納税
者は をそれぞれ選択するものとすると， と は以下の 2式を同時に満足しなければならない。

　　　　　　　　  （3.7）

仮定より なので， ならば － ＋
となる。このとき， ＝ 0なので，（3.7）の 2式より となる。ゆえに，（3.7）

の 2式と は両立しないので，定常均衡において，高モラル納税者の隠匿所得額は低モラル
納税者のそれを下回る（すなわち， ）。さらに，互恵的動機の強さを表す δがある値より小
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さければ，この定常均衡は漸近的に安定で，かつ一意であることを示すことができる 10）。
次に，（3.7）で与えられる漸近的に安定な一意の定常均衡において，比較静学を行う。（3.7）に
おける 2式の陰関数形のヤコブ行列を とし，陰関数定理を適用すると，高モラル納税者の数 が
個々のモラル・タイプの納税者の隠匿所得額に与える効果は，以下のようになる。

　　　　　　　　　　　　　  （3.8）

　　　　　　　　　　　　　  （3.9）

ただし， はヤコブ行列 の行列式で，δがある値より小さいという安定性の条件が満たされれば
正の値を持つ。（3.8）式および（3.9）式より，高モラル納税者が増える（同時に，同数だけ低モラ
ル納税者が減る）と，両タイプの隠匿所得額が減る。これは，相対的に低い隠匿所得を選択する高
モラル納税者が増えると，各納税者が参照点とする自分以外の納税者の平均隠匿額が下がり，それ
により追加的な隠匿額の増加に伴う限界心理費用が増えることによる。
単位モラル費用のタイプ間の差を見るために， ≡ ＋∆および ≡ －∆としよう。∆の変化の

効果は以下のようになる。

　　　　　　　　　　　　　  （3.10）

　　　　　　　　　　　　　  （3.11）

これらは，両タイプ間の単位モラル費用の差が拡大すると，定常均衡における隠匿所得額の差 －
が拡大することを示している。∆の増加は 2つの効果を伴う。1つ目は単位モラル費用が変化す

ることによる直接効果で，2つ目は昨期の水平的不平等の変化を通じた間接効果である。直接効果
は高モラル納税者の隠匿額を減らし低モラル納税者のそれを増やすので，隠匿所得額の差を拡大さ
せる。このような直接効果は，水平的不平等を拡大させるので，互恵的行動により，定常均衡に向
かう過程で高モラル納税者は隠匿額を増やし，低モラル納税者は減らす方向に調整される。したがっ
て，間接効果は隠匿所得額の差を縮めるが，結果的に直接効果が間接効果を上回り，全部効果では
差を拡大させることになる。
互恵的動機の強さを表す δの変化の効果は，以下のようになる。

　　　　　　　　　　　　　  （3.12）

　　　　　　　　　　　　　  （3.13）

高モラル納税者の各々は他の納税者の平均隠匿額よりも低い隠匿額を選択するので，不利な水平的
不平等に直面し，隠匿額を増やそうとする。δが大きくなれば隠匿額を追加的に増やすインセンティ
ブが高まるので，隠匿額を増やす。反対に，低モラル納税者は有利な水平的不平等に直面するので，

10) この証明は，著者に請求することで入手可能である。
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隠匿額を減らして限界心理費用の増加による効用の低下を緩和しようとする。
以上の比較静学は，個別の納税者のコンプライアンス行動への効果を調べるものであるが，本稿
でより注目したいのは，情報公開が定常均衡における隠匿所得の合計額 ≡ ＋ に与
える効果である。（3.2）式の心理費用で説明した通り，δ＝0ならば心理費用はモラル費用のみで，
完全秘匿のケースにあたる。したがって，税情報の部分公開の効果は， を δで偏微分した偏導関
数を調べることによって確かめられる。（3.12）式と（3.13）式を用いて，

　　　　　　

　　　　　　　  （3.14）

（3.14）式の符号は波括弧内の式の符号と一致する。波括弧内の式の第 1項の符号は高モラル納税者
の数に依存する。すなわち， が過半数であれば正，N⁄2であればゼロ，さもなければ負になる。
さらに，波括弧内の第 2項の角括弧内を書き換えると以下のようになる。

　　　　　 
　　　　　 　

この式の第 1項と第 2項は， ＝0でない限り，異なる符号を持つ。絶対的リスク回避度が一定の
ときに ＝0が成立するが，多くの文献では絶対的リスク回避度は逓減すると仮定しており，その
ときは 0となる。このとき，第 1項は正で第 2項は負となるので，符号は不明である。もし
と sが十分に小さいならば， － 0となり，（3.14）式より，高モラル納税者が半数
以下ならば， は δとともに単調に減少するので，部分情報公開は隠匿所得の合計額を減らすこと
になる 11）。しかし，高モラル納税者が過半数ならば，その効果は不明である。
3. 3. 3.  完全情報公開の効果
完全情報公開のケースでは，脱税者が特定される情報が公表されるので，（3.3）式のように心理
費用 が付加される。この心理費用は，任意の正の について k 0という一定の値となり，
脱税を選択しなければゼロとなる。したがって，脱税を選択したときに得られる最大のネットの期
待効用 － が kを上回ったときに，納税者は脱税を選択する。すなわち，この心理費用はイン
テンシブ・マージンでの選択に影響しない。図 4には，納税者のインテンシブ・マージンでの最適
選択が描かれている。右下がりの曲線は期待限界効用 であり，破線ないしは点線で描かれた水
平線は納税者の限界心理費用，すなわち， ≡ である。高モラル納税者の限界心理費用
は破線，低モラル納税者のそれは点線でそれぞれ描かれている。完全情報秘匿の状態での高モラル
納税者の限界心理費用は一番上の破線，低モラル納税者については一番下の点線に対応している。
この状況では，すでに見た通り， であり，最大のネットの期待効用は高モラル納税者の方
が小さくなる。さらに，部分情報が開示されると，定常状態において，高モラル納税者の限界心理
費用 は減少し，低モラル納税者の限界心理費用 は増加するが， より，両タイプの限

11) δ について が単調に減少することは，部分情報公開が脱税額を減らすための十分条件であって，必要条件
ではない。
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界心理費用の差は縮まるものの， という関係は維持される 12）。それゆえに，高モラル納税
者の最大のネットの期待効用は依然として，低モラル納税者のそれよりも小さい。以上を整理する
と，以下のようになる。

  （3.15）

 

図 4　インテンシブ・マージンでの最適選択

ここで，ある －1期までは不完全情報公開の定常状態で 期から完全情報公開が開始されたと
しよう。このとき， － kならばすべての納税者が脱税を選択し，定常状態 が維
持される 13）。すなわち，シェイミング効果はゼロである。これに対して， － kならば，
期においてすべての納税者が隠匿所得額をゼロとする。 期の隠匿所得額がすべての納税者につ
いてゼロで等しいので， ＋1期において納税者は水平的不平等を認識することはなく，心理費用は
モラル費用のみとなる。ゆえに， － kであれば，全納税者の隠匿所得額がゼロという
状態が定常状態になる 14）。このケースでは，最大のシェイミング効果が得られる。

－ k，かつ， － k － ならば，低モラル納税者のみ ＋1期
に 0を選択する。これに対して，翌期の高モラル納税者は不利な水平的不平等に直面して限界
心理費用が下がるので，最大のネットの期待費用が kを上回る可能性がある。このケースでは，翌
期に高モラル納税者は正の隠匿額を選択する一方で，有利な不平等に直面する低モラル納税者は限
界心理費用が上がることで， よりも減らすであろう。このような調整は水平的不平等を縮小する
ことを通じて高モラル納税者の限界心理費用を増やすので，定常均衡 に至る前に，高モラ
ル納税者は隠匿額をゼロに戻す可能性がある。また，ある期において状態 に至ったとしても，

－ － kという仮定より，翌期には納税者は両タイプとも隠匿額をゼロにす
るであろう。これに反応して，低モラル納税者は を選択し， ＋1期と同じ状態に戻るので，定

12) 両タイプの限界心理費用の差の縮小は，（3.12）と（3.13）の両式から明らかである。
13) （3.15）より， － － kであることに注意。
14) は 0期に完全に情報が秘匿されているときの最適選択であるが，心理費用がモラル費用のみのときの最適

選択でもある。また，（3.15）より， － － kであることにも注意。
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常均衡が存在しない可能性がある。
定常均衡の非存在は， － k － のときにも起こり得る。このケースでは，
低モラル納税者は 期において を選択する一方で，高モラル納税者の隠匿額はゼロとなる。しか
し， ＋1期において水平的不平等が認識され，低モラル納税者は より減らす一方で，高モラル
納税者は正の隠匿額を選択する可能性がある。これにより水平的不平等が縮小するので，上のケー
スと同様に，高モラル納税者がある時点でゼロの隠匿額を選択する可能性があり，このとき定常均
衡の存在は保証されない。
以上の議論はあくまで定常均衡の非存在の可能性を示すものであり，特定の条件の下での非存在

を証明するものではない。また，定常均衡の中には，一方のタイプの納税者が脱税を行い，もう一
方は行わないような均衡も存在するかもしれない。このような定常均衡を特定化し存在を証明する
ことは，今後の課題としたい。
3. 3. 4.  解析的手法の限界

3.3.2節において，部分情報公開の効果は一般的に不明であることを示した。これは，（3.14）式
からわかるように，隠匿所得額の開示は低モラル納税者の隠匿額を減らす一方で，高モラル納税者
の隠匿額を増やすことになるからである。絶対的リスク回避度が逓減することに加え，税務調査の
確率と罰金率が十分に小さいという（実社会にありそうな）条件の下では，高モラル納税者が全体
の半数以下であるときにのみ隠匿額の合計を減らすことがわかった。このことは，単位モラル費用
の分布次第で，部分情報の開示の効果が変わり得ることを示唆している。このモデルでは，簡単化
のために個人が持つ単位モラル費用 は 2値のうちのいずれかをとるものと仮定しているが，より
一般的な分布の下では，解析的手法によって情報公開の効果を明確にすることは非常に難しくなる。
納税者間の異質性は，単位モラル費用以外にも考えられる。互恵的動機の強さを表すパラメーター

δは，各個人に生来的に備わっているものであり，短期的・中期的には変化しないものである。し
たがって，一般的には，このパラメーターも個人間で異なるものと考えられる。しかし，互恵的動
機の強さの異質性を導入すると複雑性が増し，分析をさらに難しくする。また，実社会では課税所
得は個人間で異なるので，現実に近い所得分布の下で分析結果にどのような影響があるのか調べる
ことは重要である。2.1節で見た通り，比例税であっても，相対的リスク回避度が逓減するならば，
脱税が行われると実質的に逆進的になり，逓増するならば実質的に累進的になる。このことは，異
質性が水平的不平等を回避する互恵的動機に何らかの影響をもたらす可能性を示している。

3.3.2節の理論分析では，インテンシブ・マージンでの選択に際して，両タイプの納税者ともに内
点解を持つケースのみを分析した。理論的にも隠匿額をゼロにしたり所得全額を申告しなかったり
する端点解はあり得るが，分析の複雑さを回避するために内点解に限定した。しかし，いくつかの
実験（例えば，Alm, McClelland, et al. ［1992］，Dwenger, et al. ［2016］，Alm, et al. ［2017］など）では，
脱税した個人の情報が公開されることに伴うシェイミング効果がない状況でも，課税所得全額を申
告する被験者が相当数存在することがわかっている。また，それとは対極に，課税所得全額を申告
しない被験者が多く存在することも示されている。ゴードン・モデルで見れば，単位モラル費用が
十分に大きい納税者は遵法者になるが，十分に小さい単位モラル費用を持つ納税者は完全な脱税者
になる。したがって，端点を選択する納税者の存在は，一定程度の個人間の異質性が実社会で存在
することを示唆しているので，この点からも分析に十分な異質性を導入することが必要であると言
える。
また，比較静学を行う際には，定常均衡における隠匿所得額を用いた。しかし，情報公開を現実
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に実行するにあたっては，定常状態だけでなく，定常状態に向かって調整されていく過程を見るこ
とも重要である。特に，定常均衡に至るまでに数十年もの期間がかかる場合は，定常均衡よりも過
程を見ることの方が重要になるかもしれない。情報公開を始めてから定常状態に至るまでに，例え
ば 50年かかるとしたら，その間に税率等の政策変数が変化するかもしれないし，納税者の所得分布
や心理費用に関わる生来的な選好パラメーターすら変化する可能性がある。このようなことが起こ
ると，いつまでも定常状態に達しない可能性がある。しかしながら，情報公開が調整の過程に与え
る影響を，解析的手法によって見出すことは容易ではない。加えて，定常状態に至るまでの時間的
な長さを解析的手法で測ることもほとんど不可能であるので，定常均衡を分析することの有効性を
判断することすらできない。

3.3.3節では，シェイミング効果を調べるために脱税者個人を特定できる情報の公開を想定したが，
評判費用の大きさによって定常均衡が存在しない可能性があることを指摘した。このケースも同様
に，比較静学ではなく動学の過程に注目して分析しなければならないことを示している。

4. おわりに

アリンガムとサンドモによる先駆的な研究は，脱税額を選択する納税者をギャンブラーと同等と
みなしたが，後続の研究は次々にそれを否定する証拠を示してきた。実証研究や実験室および
フィールド実験の多くは，脱税選択がギャンブルと同等であることを否定し，心理費用の存在を示
唆してきた。理論研究はこれらに基づいて ASモデルを修正し，ASモデルの結果と現実との乖離を
説明しようとしてきた。その中で，他の納税者の行動の観察を通じて心理費用が変化するような社
会的納税者の存在を仮定する理論モデルが提示され，多くの実験がその存在を強く示唆した。
最近では，他の被験者の選択などを公表することによって，被験者の納税行動にどのような影響
があるのか調べることを目的とした実験室実験の研究が数多く行われている。これは税情報公開が
有効な脱税抑止策として用いることができるかどうかを確かめるものであり，税務調査の頻度の上
昇といった伝統的な抑止策と違って実施に伴う費用がほとんどかからないことから，効率的な抑止
策として注目されている。しかし，個人情報を伴う情報公開はプライバシーを侵害する恐れがある
ので，多くの国々では実施されていない。それゆえに，実社会における税情報公開の効果を調べる
ためには，実験室実験に頼らざるを得ないのが現状である。
他方，税情報公開の効果を分析する理論研究は，筆者が知る限りほとんど存在しない。そこで，3.3

節において，これまでの実験結果を基に税情報公開の理論モデルを構築したが，可能な限り単純化
したモデルでも，解析的手法では明確な税情報公開の効果を得るには至らなかった。その原因は，
水平的互恵性がもたらす心理費用を考慮すると，有利な不平等に直面する納税者と不利な不平等に
直面する納税者が，互いに正反対の行動をとることに求められる。すなわち，情報公開に反応して
隠匿所得額を減らす行動と増やす行動が社会に混在するので，その効果は曖昧にならざるを得ない。
このような結果の曖昧さは，選好パラメーターや所得が納税者間で異なることにより生じるもので
あり，社会におけるそれらの分布次第で予測される効果は，質的にも量的にも変わり得ることを示
している。このような納税者の異質性は，その程度が大きくなるほど理論的分析を手に負えないほ
ど複雑にし，明確な政策の効果を得ることを妨げる。また，理論的分析は実験室実験の結果の頑健
性を検証する役割を持つが，税情報公開が納税者のコンプライアンス行動に与える影響は複雑であ
り，この役割を果たすことも困難であると言わざるを得ない。
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近年，経済学において，エージェント・ベース・モデリング（agent-based modelling；以降，
ABMと呼ぶ）を用いたシミュレーションが広まりつつある。ABMは，それぞれ異なる特性を持っ
た多数のエージェントが，ある環境の下でエージェント間の相互作用を通じて意思決定し，その結
果エージェントが属する社会や集団の動きがどのようになるのかについて観察することを目的とす
る。これにより，様々なパラメーターの組合せを比較してその違いを見出すことができる 15）。した
がって，ABMはエージェントの多様性とエージェント間の複雑な相互行動をもたらすネットワー
クを組み込んだモデルの分析に強みを持つ。また，動学モデルにおいて，定常均衡に至るまでの過
程や定常均衡がないような状況も観察できる。したがって，3.3節で示した税情報公開の理論モデ
ルにより大きな異質性を導入して，ABMを用いたシミュレーションを実行すれば，理論分析を補
完するだけではなく，新たな知見を得る可能性もある。また，実験室実験では，比較を行うために
被験者を複数のグループに分ける必要があるが，予算や実験室のキャパシティーの制約上，1グルー
プ当たりの被験者の数は限られる。このため，実社会の納税者数よりもはるかに少なくならざるを
得ないので，実社会を再現しているとは言い難く，近似とみなせるかどうかも疑わしい。これに対
して，ABMでは，実験室実験よりはるかに多い数千の異なる特性を持ったエージェントの相互作
用を組み入れることができる。そのうえ，実験室実験よりも多くのパラメーターの組合せを試行す
ることができ，十分な比較も可能となる。したがって，理論分析では困難であるような実験室実験
結果の頑健性の検証も，ABMによりある程度までは可能になるであろう。
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